９　営業保証金の取戻しについて
（１）概要及び注意事項

[image: image1]◎　「廃業・期限切れ失効・免許取消」及び「従たる事務所の廃止」の場合、以下の手続きにより営業保証金が取戻しできます。（　　　　内は「従たる事務所の廃止」の場合）

◎　保証協会に加入されている方は、弁済業務保証金分担金が取戻せますが、各協会への手続きとなりますので、直接お問い合わせください。


[image: image9.wmf]【法人の場合】
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【従たる事務所

を廃止した場

合】

(旧)

(新)

【免許失効後に

主たる事務所を

移転して場合】


官報掲載例

宅地建物取引業者営業保証金取戻し公告

宅地建物取引業法第３０条及び宅地建物取引業者営業保証金規則第７条の規定により次のとおり公告します。
下記の者に係る営業保証金につき宅地建物取引業法第２７条第１項の権利を有する者は、本公告

掲載の翌日から６箇月以内にその債権の額、債権発生の原因たる事実並びに住所氏名又は名称を記

載した申出書２通を下記提出先に提出して下さい。前記の申出書の提出がないときは、下記の者に

係る営業保証金は同人に返還されます。
　　　令和　年　月　日

記
【掲載順序】

①商号又は名称　②免許証番号　③（代表者の）氏名　④事務所の所在地　⑤営業保証金の額

　　⑥申出書提出先　⑦掲載者住所、商号又は名称及び氏名


[image: image2]
　　　
　　※　官報公告に関しての留意事項　

　　　　○　免許失効日以前に商号、所在地、代表者に変更があり、変更届をされていない場合は、

官報公告の際、その（旧）（新）を掲載してください。

○　掲載内容に不備があった場合、訂正公告や、再度の公告が必要となることがあり、その場合、証明願が発行できるのは、適正な公告（訂正公告、再度の公告）が掲載された翌日から６か月後になり、取戻しが予定された日に出来なくなりますので、ご注意ください。
[image: image3][image: image4][image: image5][image: image6][image: image7][image: image8]
申　　請　　者　（　宅　建　業　者　で　あ　っ　た　も　の　若　く　は　そ　の　承　継　人　）





廃業届け





変更届け








官報掲載依頼





官報掲載





営業保証金取戻し公告届








・掲載された官報（写し添付）　　　※写し：官報発行サイトよりダウンロードの上、


・廃業届又は　　　　　 （控え提示）　　  　印刷したもの


・供託書のコピーの添付（原本提示・紛失の場合は、供託所発行の供託証明）


・法人合併での廃業は合併後の登記事項証明書（原本添付）


・破産での廃業は、管財人証明・同印鑑証明（原本添付）


・解散での廃業は、承継契約書（原本提示・写し添付）








債権申出がない旨の「証明願」








供託金払渡請求書








「証明書」





供託金（営業保証金）





※払渡請求の詳細は「法務局」に問い合わせてください。





又は





（期限切等の場合は不要）





官報掲載取次店


◇㈱かんぽう


　大阪市西区江戸堀1-2-14/℡06-6443-2171


　　　　　　　　　　　　　　　　　





大阪府





大阪府





変更届





申出がない場合に即時交付





持参書類





持参書類





持参書類





（用紙は法務局）





供託した法務局（供託所）


　（供託所）





遅滞なく





掲載日翌日から





６カ月経過後





要掲載料





大阪府





払い渡し





・営業保証金取戻し公告届（控え提示）


・５００円（証明書交付手数料）


※Ｐｏｓシステム又はコンビニでの納付（Ｐ７１書換え交付と同様）











・債権申出がない旨の「証明書」


・法人の場合は、資格証明書又は登記事項証明書（履歴事項全部証明書/３ヶ月以内のもの）


・供託内容に変更があれば、それを証する書面





※官報掲載日の翌日から６ケ月後の応答日までが債権の申し出期間となります。ただし、応答日が休日となる場合、応答日の次の開庁日までが債権の申し出期間となります。証明については、この応答日の翌開庁日以降でないとできませんのでご注意ください。





ダウンロード





【清算人が掲載】
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